
規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

出資法第1条の撤
廃及び第2条の改
廃

・第１条は撤廃し、第２
条は預り金の定義を明確
にする等の改廃を行なう
べきである。

法務省
金融庁

5034 5034180
(社)リース事
業協会 18

出資法第１条の
撤廃及び第２条
の改廃

第１条は撤廃し、第２条
は預り金の定義を明確に
する等の改廃を行なうべ
きである。

金融庁
法務省

5008 5008020 オリックス㈱ 2.1

Ｃ ー

　前回回答のとおり，①
「不特定多数の者に対
し，後日全額若しくはこ
れをこえる金額を金額を
払い戻す旨明示又は黙示
して，出資金の受入」を
することは，出資金の本
質と相反する条件を示し
て出資金を受け入れる行
為であるから，それ自体
欺まん性が高いもので
あって，出資者に誤解を
与える危険性が高く，こ
れを一般的に許容した場
合，一般大衆に不測の損
害を与える危険が多分に
あること，②同法第２条
の「預り金」について
は，これを無条件に許容
した場合，一般大衆に不
測の損害を及ぼすばかり
でなく，ひいてはこれら
大衆と取引関係に立つ者
まで次々に被害を拡大し
て，社会の信用制度と経
済秩序を攪乱するおそれ
があること，③出資法第
１条及び第２条が詐欺的
金融犯罪の取締り等に大
きな役割を果たしている
現状にかんがみると，現
時点では，同法第１条を
廃止するなどの措置を講
じることは困難である。
また，業としての「預り
金」の規制に関して，出
資法第２条は，業として
の「預り金」を全面的に
禁止しているものではな
く，処罰の対象から，
「業として預り金をする
につき他の法律に特別の
規定のある者」を除いて
おり，必要な担保制度な
ど一般大衆に損害を及ぼ
さない手当がなされてい
れば，法律により預り金
の禁止を解除することが
可能である。

回答は、「この問題は広
く金融行政にかかわる事
柄であり，また，出資法
第１条及び第２条が，詐
欺的金融犯罪の取締り等
に大きな役割を果たして
いる」を根拠に対応不可
とされているが、金融
サービス産業の更なる発
展の観点からは速やかに
検討、実施すべき事項と
考えられる。この点を踏
まえ、
①要望内容は、悪徳業者
については、金融関連の
詐欺的行為を禁止する法
律を制定し、そちらで取
締るという代替措置を創
設することにより実施可
能と考えるが、この点を
踏まえ改めて実施に向け
た具体的な対応策を検討
され、示されたい（現在
の出資法でも悪徳業者の
一部取締りが可能である
が、出資法のように預り
金を一律に禁止するよう
な法律は、一方で優良業
者の活動を制約するとい
うマイナスの影響があ
る。また、その立法論的
な妥当性についても再検
討する必要がある）。
②上記①を踏まえた実施
時期について、その時期
となる理由も含め具体的
に示されたい。

Ｃ －

　「不特定多数の者に対
し，後日全額若しくはこ
れをこえる金額を金額を
払い戻す旨明示又は黙示
して，出資金の受入」を
することは，出資金の本
質と相反するものであっ
て，出資者に誤解を与え
る危険性が高く，これを
一般的に許容した場合，
一般大衆に不測の損害を
与える危険が多分にあ
る。
　同法第２条の「預り
金」については，その意
義が法律上規定されてお
り，その概念が不明確で
あるとは言い難いし，ま
た，これを無条件に許容
した場合，一般大衆に不
測の損害を及ぼすばかり
でなく，ひいてはこれら
大衆と取引関係に立つ者
まで次々に被害を拡大し
て，社会の信用制度と経
済秩序を攪乱するおそれ
がある。また，同条は，
業としての「預り金」を
全面的に禁止しているも
のではなく，処罰の対象
から，「業として預り金
をするにつき他の法律に
特別の規定のある者」を
除いており，必要な担保
制度など一般大衆に損害
を及ぼさない手当がなさ
れていれば，法律により
預り金の禁止を解除する
ことができる。
　いずれにせよ，この問
題は広く金融行政にかか
わる事柄であり，また，
出資法第１条及び第２条
が，詐欺的金融犯罪の取
締り等に大きな役割を果
たしている現状にかんが
みると，現時点では，法
務省において，直ちに第
１条を廃止するなどの措
置を講じることは困難で
ある。

z0500010
出資法第１条の
撤廃及び第２条
の改廃

　出資法第１条の規制対
象となっている出資金と
は，本来，全額の払い戻
しが保証されないことを
本質としているものと解
されている。
  同法第２条の「預り
金」については，不特定
かつ多数の者からの金銭
の受入れであって，①
「預金，貯金又は定期積
金の受入れ」若しくは②
「社債，借入金その他何
らの名義をもつてするを
問わず，前号に掲げるも
のと同様の経済的性質を
有するもの」と規定され
ている一方，処罰の対象
について，「業として預
り金をするにつき他の法
律に特別の規定のある者
を除く」とされている。
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

資本市場におけ
る円滑な資金調
達環境の整備
（３）社債及び
短期社債に関す
る取締役会での
決議義務付けの
見直し

・社債及び短期社債につ
いても、商法上はガバナ
ンスの観点から「多額の
借財」の取扱いと同様に
位置付けるべきであり、
商品性のみに基づく取締
役会決議の義務付けは廃
止されるべきである。・
平成15年3月に内閣府が公
表した「各府省等におけ
る規制改革に関する内外
からの意見・要望等に係
る対応状況」において、
法務省は「社債の発行手
続きについては、会社法
制の現代化（平成17年法
案提出予定）に係る今後
の法制審議会等の議論に
おいて、その見直しの要
否等についての検討がさ
れる予定である。」と説
明している。・早期に検
討がなされることを要望
する。

法務省
金融庁

5034 5034160
(社)リース事
業協会 16

社債及び短期社
債に関する取締
役会での決議義
務付けの見直し

社債及び短期社債につい
ても、商法上はガバナン
スの観点から「多額の借
財」の取扱いと同様に位
置付けるべきであり、商
品性のみに基づく取締役
会決議の義務付けは廃止
されるべきである。
平成15年3月に内閣府が公
表した「各府省等におけ
る規制改革に関する内外
からの意見・要望等に係
る対応状況」において、
法務省は「社債の発行手
続きについては、会社法
制の現代化（平成17年法
案提出予定）に係る今後
の法制審議会等の議論に
おいて、その見直しの要
否等についての検討がさ
れる予定である。」と説
明している。
早期に検討がなされるこ
とを要望する。

法務省
金融庁

5008 5008060 オリックス㈱ 6

社債の発行手続の見直し
の要否は、他の資金調達
手段との異同等の観点か
ら、会社法制の現代化に
係る議論の一環として検
討されている。
　この会社法制の現代化
については、「規制改革
推進３か年計画（再改
定）」（平成１５年３月
２８日閣議決定）におい
て平成１７年を目途に法
案提出予定とされてい
る。
　この予定を目標に法制
審議会において検討され
ており、上記の閣議決定
されたスケジュールに
従って検討を行ってまい
りたい。

回答では、法制審議会等
の議論においてその見直
しの要否等について検討
中とのことであるが、企
業の機動的な資金調達を
達成する観点から、検討
を行い、早急に見直しを
行うべきである。

ｂ Ⅰz0500020

社債及び短期社
債に関する取締
役会での決議義
務付けの見直し

商法２９６条
社債等の振替に
関する法律第８
３条

社債の募集には取締役会
の決議が必要とされてい
る（商法２９６条）。委
員会等設置会社において
は取締役会決議によりそ
の権限を執行役に委任す
ることができる（株式会
社の監査等に関する商法
の特例に関する法律２１
条の７第３項）。

ｂ Ⅰ

社債の発行手続について
は，会社法制の現代化
（平成１７年法案提出予
定）にかかる法制審議会
等の議論において，その
見直しの要否等について
検討中である。
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

5036 5036030
(社)日本船主
協会 3

港湾・輸出入手
続き等の一層の
簡素化

全ての港湾・輸出入関連
手続を対象として、申請
の必要性が失われたも
の、申請の中で削除でき
る項目、さらに省庁間に
共通する項目の標準化、
統一化できるものを抽出
した上で、申請手続を徹
底的に削減・簡素化する
よう要望する。

国土交通省
財務省
法務省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省

5018 5018070
三井住友海上
火災保険㈱ 7

弁護士法第72条
の見直し

弁護士法第72条但書を改
め、他の法律の規定によ
り認められる場合にも、
弁護士でない者の法律事
務の取扱を認める。他の
法律の規定によって行な
わせることが適当でない
法律事務（訴訟の代理な
ど）は弁護士法において
明確化する

法務省
司法制度改
革推進本部

5029 5029190
(社)日本損害
保険協会 19 弁護士法第72条の見直し

弁護士法第72条但書を改
め、他の法律の規定によ
り認められる場合にも、
弁護士でない者の法律事
務の取扱を認める。他の
法律の規定によって行な
わせることが適当でない
法律事務（訴訟の代理な
ど）は弁護士法において
明確化する。

法務省
司法制度改
革推進本部

回答によると、シングル
ウインドウ化により、対
象手続きの統一や共通項
目の標準化、統一化を
図ったとのことである
が、要望は、申請の必要
が失われたものや申請の
中で削除できる項目など
の見直しをさらに進めて
ほしいというものであ
る。上記の観点から、さ
らなる見直しに向けた対
応策および平成１６年度
までの実施の可否につい
て具体的に検討され、示
されたい。

Ｃ －

従前より手続きの簡素化
等に努めてきたところで
あるが，現在求めている
申請等については適正な
出入国管理を行っていく
上で必要不可欠のもので
あり，これ以上の手続き
の削減等を行うことは困
難である。

Ｃ －

従前，提出する様式が異
なっていた入出港届の様
式を平成７年２月より，
税関，入国管理局，港長
及び港湾管理者の共通様
式とする等，事務の簡素
化に努めており，さらに
出入国管理に係る手続の
うちシングルウィンドウ
の対象外となっている手
続についても，今後電子
化の対象とするか否かに
つき検討していくことと
しているが，予算上の措
置等も含め，各方面から
の検討が必要であり，現
時点において実施予定時
期等は不明であることか
ら，要望に係る措置を講
ずることは困難である。

z0500030

輸出入・港湾諸
手続の簡素化促
進及びワンス
トップサービス
の実現

出入国管理及び
難民認定法
出入国管理及び
難民認定法施行
規則

輸出入・港湾関連手続に
ついて，各省庁への届出
等のうち一部重複する手
続についてシングルウイ
ンドウ化を図ったところ
である。

輸出入・港湾諸
手続の簡素化促
進およびワンス
トップサービス
の実現

2003年7月に、輸出入・港
湾関連手続のシングル
ウィンドウシステムが供
用開始されることは評価
できるが、各種申請の見
直しや現行の申請書類の
徹底した簡素化など、電
子化に先立って行うべき
輸出入・港湾諸手続全般
の業務改革（BPR）につい
ては甚だ不十分である。
シングルウィンドウ化に
当たっては、まず、（1）
民間事業者の意見聴取に
基づき、提出の必要性が
疑われる申請を徹底的に
抽出すること、（2）申請
の中で削除できる項目を
可能な限り削除するこ
と、（3）省庁間での共通
項目を標準化、統一化す
ること、が必要不可欠で
ある。その上で、全ての
手続きを統合し、１回の
入力・送信で複数の申請
を可能とするシステムを
整備すべく、全関係省庁
は内閣官房のリーダー
シップのもと連携・協議
を重ねながら、このＢＰ
Ｒを遂行すべきである。
さらに、信頼性が高い荷
主の包括事前審査適用貨
物については、包括事前
審査制度の有するコンプ
ライアンスの趣旨に鑑
み、検査を極力簡素化す
るとともに、現行制度の
可能な限りの運用弾力化
を図るなど、物流効率化
の促進を図られたい。

財務省
国土交通省
経済産業省
法務省
厚生労働省
農林水産省

5102 5102560
(社)日本経済
団体連合会 56

原回答のとおり
（弁護士法第７２条は、
「不特定多数」を前提に
するものではない。司法
制度改革推進計画は、弁
護士法第７２条について
「対象となる範囲・態様
に関する予測可能性を確
保すること」を求めるも
のであり、その観点から
親会社が子会社の法律事
務を有償で取り扱うこと
について、現行制度にお
いて可能であるかどうか
を含めて検討していると
ころである。）

　弁護士法第７２条は、
同法が例外として定める
場合を除いて、弁護士で
ない者が報酬を得る目的
で法律事務の取扱いを業
とすることを禁止してい
る。

①に
つき
ａ
②に
つき
ｂ

①に
つき
Ⅰ
②に
つい
ては
検討
中

①　弁護士法以外の法律
において同法第７２条の
例外が定められているこ
とを明確化する旨の弁護
士法第７２条ただし書の
改正を含む「司法制度改
革のための裁判所法等の
一部を改正する法律」が
第１５６回国会で成立
（平成１６年４月１日に
施行）。

②　親会社が子会社の法
廷外法律事務を無償で取
り扱うことは現行制度に
おいても可能である。親
会社が子会社の法律事務
を有償で業として取り扱
うことと弁護士法第７２
条の関係については、司
法制度改革審議会意見
（平成１３年６月１２
日）及びこれにのっとっ
て作成された司法制度改
革推進計画（平成１４年
３月１９日閣議決定）を
受け、司法制度改革推進
本部事務局(法曹制度検討
会)・法務省において検討
しているところである。

z0500040

・回答では、親会社が子
会社の法廷外法律事務を
有償で取り扱うことと弁
護士法第７２条の関係に
ついては、司法制度改革
推進本部事務局・法務省
において検討していると
のことであるが、機能
的・費用的な効率化等の
観点から、「企業グルー
プ内における親会社の法
廷外法律事務の相互委
託」を要望しているもの
であり、弁護士法第72条
の前提である「不特定多
数」に該当せず、さらに
訴訟代理等法廷事務まで
望むものではないことか
ら、これらの点について
の具体的な対応策を更に
検討され、示されたい。
・また、司法制度改革推
進計画においては、本件
について「遅くとも平成
１６年３月までに所要の
措置を講ずる」こととさ
れていることから、本年
度内における速やかな実
施を図られたい。

弁護士法第72条
の見直し 弁護士法第７２条
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

サービサー法に
関する改正要望

債権管理回収業に関する
特別措置法（サービサー
法）は、金融機関等の不
良債権処理の促進を図る
ための特別措置法という
臨時的な位置付けで制定
された法律であるが、資
産流動化・証券化におけ
る債権管理回収業務は、
常に一定のニーズのある
ものであり、恒久的な制
度として本制度を整備し
ていくという観点から以
下事項を要望する。①
「債権回収」にかえて、
「サービサー」を商号中
に用いることが可能にな
ることを要望する。②一
般事業法人の有する売掛
債権、請負代金債権など
の取扱ができるよう、特
定金銭債権の範囲の拡大
を要望する。③資産流動
化・証券化スキームにお
ける正常債権の管理回収
に係るマスター・サービ
シング業務やプライマ
リー・サービシング業務
についても、交渉履歴の
作成義務があるなど不良
債権の管理回収を想定し
た現行のサービサー法の
規制が及んでいるが、緩
和を要望する。

（以下「具体的事業の実
施内容」欄に続く）

法務省5034 5034250
(社)リース事
業協会 25

サービサー法に
関する改正要望

債権管理回収業に関する
特別措置法（サービサー
法）は、金融機関等の不
良債権処理の促進を図る
ための特別措置法という
臨時的な位置付けで制定
された法律であるが、資
産流動化・証券化におけ
る債権管理回収業務は、
常に一定のニーズのある
ものであり、恒久的な制
度として本制度を整備し
ていくという観点から以
下事項を要望する。

１．「債権回収」にかえ
て、「サービサー」を商
号中に用いることが可能
になることを要望する。
２．一般事業法人の有す
る売掛債権、請負代金債
権などの取扱ができるよ
う、特定金銭債権の範囲
の拡大を要望する。
３．資産流動化・証券化
スキームにおける正常債
権の管理回収に係るマス
ター・サービシング業務
やプライマリー・サービ
シング業務についても、
交渉履歴の作成義務があ
るなど不良債権の管理回
収を想定した現行のサー
ビサー法の規制が及んで
いるが、緩和を要望す
る。
４．利息制限法超過債権
については、実務上、
サービサーが取り扱うこ
とできるよう、債務者保
護との調整を図りなが
ら、一層の条件緩和を求
めたい。
５．債権管理回収業に係
る貸金業、事業再生ビジ
ネス、アセットマネージ
メント業務など、債権管
理回収業にかかわる周辺
業務については、承認制
ではなく、届出制に緩和
することを要望する。

法務省5008 5008350 オリックス㈱ 35.1

①
Ⅰ

②
Ⅰ

③
Ⅲ

⑤
Ⅰ

債権管理回収業の実情や
ニーズを把握するため，
業界団体等からのヒアリ
ング調査などを今年度中
に実施したのちの，当該
調査結果の取りまとめ・
整理，要望事項の内容検
討，関係機関との調整及
び法令立案作業など法律
改正に必要とされる諸手
続に係る時間を勘案する
と，平成１６年度中に実
施することは困難。

平成１６年度までに実施
されることの可否につい
て改めて検討されたい。

①　債権回収会社は，そ
の商号中に債権回収とい
う文字を用いなければな
らないと規定しており
（法第１３条第１項），
唯一の例外として「債権
管理回収」の文字を許容
している。

②　債権回収会社が取り
扱うことのできる対象債
権は一定の範囲に限定さ
れ，「特定金銭債権」と
定義されている（法第２
条第１項，施行令第１
条，第２条，第３条）。

③　債権回収会社は，法
務省令（規則第１５条）
で定めるところにより，
その業務に関する帳簿書
類を作成し，これを保存
しなければならないとさ
れている（法第２０
条）。

④　債権回収会社は，特
定金銭債権に係る債務で
あって，利息制限法の制
限額を超える利息又は賠
償額の支払いの約定がな
されている債権について
は，制限利息・賠償額に
引き直すことにより，元
利金を含めて請求するこ
とができる（法第１８条
第５項）。なお，過去の
利息制限法の制限額を超
える利息・賠償額の弁済
のうち，貸金業の規制等
に関する法律第４３条の
規定により有効な利息・
賠償額の弁済とみなされ
るものについては，当該
制限額以内の額に計算し
直す必要はない（事務ガ
イドライン３－２（８）
③）。

⑤　債権回収会社は，債
権管理回収業のほかに法
第１２条第１号，第２号
に掲げる業務を行うこと
ができ，債権管理回収業
を営む上において支障を
生ずることがないと認め
られるものについて，法
務大臣の承認を受ければ
前記以外の業務を兼業す
ることもできる（法第１
２条）。

①
ｂ

②
ｂ

③
ｂ

④
ｄ

⑤
ｂ

①
Ⅰ

②
Ⅰ

③
Ⅲ

⑤
Ⅰ

①　債権管理回収業の実
情やニーズを把握するた
め，業界団体等からのヒ
アリング調査などを今年
度中に行い，その調査の
結果を踏まえて，法改正
を含めた検討をする。

②　債権管理回収業の実
情やニーズを把握するた
め，業界団体等からのヒ
アリング調査などを今年
度中に行い，その調査の
結果を踏まえて，法改正
を含めた検討をする。

③　債権管理回収業の実
情やニーズを把握するた
め，業界団体等からのヒ
アリング調査などを今年
度中に行い，その調査の
結果を踏まえて，法改正
を含めた検討をする。

④　現行制度下で対応可
能
過去の利息制限法の制限
額を超える利息・賠償額
の弁済のうち，貸金業の
規制等に関する法律第４
３条の規定により有効な
利息・賠償額の弁済とみ
なされるものについて
は，当該制限額以内の額
に計算し直す必要はない
（事務ガイドライン３－
２（８）③）。

⑤　債権管理回収業の実
情やニーズを把握するた
め，業界団体等からのヒ
アリング調査などを今年
度中に行い，その調査の
結果を踏まえて，法改正
を含めた検討をする。

①
ｂ

②
ｂ

③
ｂ

④
ｄ

⑤
ｂ

z0500050
サービサー法の
見直し

債権管理回収業
に関する特別措
置法
   第２条第１項
　 第１２条
　 第１３条第１
項
　 第１８条第５
項
　 第２０条
債権管理回収業
に関する特別措
置法施行令
　 第１条
　 第２条
　 第３条
債権管理回収業
に関する特別措
置法施行規則
　 第１５条
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

5041 5041010 宮崎県 1
　カジノ実現の
ために必要な法
整備

　カジノは、刑法の賭博
及び富くじに関する罪で
禁止されており実施する
ことはできない。
　そこで、我が国におい
てカジノが実現するため
に必要な法整備を要望す
る。
　それは、刑法改正では
なく、公営ギャンブル同
様、刑法３５条による違
法性阻却事由の根拠とな
る特別法（カジノ合法化
法）の制定による実現を
要望する。

警察庁
法務省

5049 5049010 大阪府 1
カジノ実現のた
めの法制度の整
備

関西国際空港対岸のりん
くうタウンに、カジノ、
ショー、ショッピング、
グルメなど家族で楽しめ
る非日常空間を形成する
ため、特別法の制定など
カジノを実現するために
必要な法制度の整備を行
い、刑法上の違法性を阻
却する。

警察庁
法務省

5098 5098010 和歌山県 1

カジノに係る賭
博関係規制を適
用除外する特別
法の整備

カジノを核とした複合レ
ジャー産業を集積するた
め、賭博に係る刑法上の
違法性を阻却する特別法
を整備する

警察庁
法務省

5100 5100190 東京都 19
カジノ実現に必
要な特別法の制
定などの法整備

カジノを実現するために
必要な特別法の制定など
の法整備を行う。

警察庁
法務省

いずれかの省庁におい
て，カジノを実現するた
めの法律案を立案するこ
ととなれば，刑法の賭博
罪等との関係について，
当省において，その協議
に応じる用意はある。

z0500060
カジノ実現のた
めに必要な法整
備

刑法第１８５条
ないし第１８７
条

カジノに係る行為は，刑
法第２３章（賭博及び富
くじに関する罪）に規定
する罪の構成要件に該当
しうる行為である。

ｂ Ⅰｂ Ⅰ

いずれかの省庁におい
て，カジノを実現するた
めの法律案を立案するこ
ととなれば，刑法の賭博
罪等との関係について，
当省において，その協議
に応じる用意はある。

他省庁で本提案の検討の
結果、所管省庁が明らか
になった場合は当該省庁
とともに検討されたい。
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

5038 5038010 アマノ㈱ 1

一定の民間事業
者が行うタイム
スタンプに対し
確定日付として
の効力の付与

現状電子的なデータに、
指定公証人が日付情報を
付し、これに電子署名を
すると、このデータは｢確
定日付のある証書｣とみな
され（民法施行法第5条第
１項及び第2項）、民法施
行法第4条の｢完全なる証
拠力｣が認められる。
この規制を緩和して、指
定公証人以外でも、時刻
認証基盤として一定の基
準を満たした民間のタイ
ムスタンプ事業者で発行
された日付情報(タイムス
タンプ)を付した電子デー
タについても同様に、
「確定日付のある証書」
とみなすこととする。

法務省

5052 5052010
タイムビジネ
ス推進協議会 1

一定の民間事業
者が行う適格タ
イムスタンプに
対し確定日付と
しての効力の付
与

現状、電子的なデータに
指定公証人が日付情報を
付し、これに電子署名を
すると、このデータは｢確
定日付のある証書｣とみな
され（民法施行法第5条第
１項及び第2項）、民法施
行法第4条の｢完全なる証
拠力｣が認められる。
この規制を緩和して、指
定公証人が電子文書の内
容を確認する必要のない
ものに関しては、時刻認
証基盤として一定の基準
を満たした民間のタイム
スタンプ事業者で発行さ
れた日付情報(適格タイム
スタンプ)を付した電子
データについても同様
に、「確定日付のある証
書」とみなすこととす
る。

法務省

5056 5056010 信金中央金庫 1

一定の民間事業
者が行うタイム
スタンプへの確
定日付としての
効力の付与

電子署名法上の認定を受
けた民間認証事業者がタ
イムスタンプを付した電
子データについては、電
子公証制度における電子
確定日付と同様に、「確
定日付のある証書」とみ
なすこととする。

法務省

5059 5059010
日本ベリサイ
ン㈱ 1

一定の民間事業
者が行うタイム
スタンプへの確
定日付としての
効力の付与

電子署名法上の認定を受
けた民間認証事業者がタ
イムスタンプを付した電
子データについては、電
子公証制度における電子
確定日付と同様に、「確
定日付のある証書」とみ
なすこととする。

法務省

Ｃ －

・回答では、高度の信用
性、制度としての永続性
の確保が強く要請される
ため国によって運営され
なければならず、民間事
業者への委託が困難とさ
れているが、
①要望内容では、全ての
民間事業者に容認すべき
と主張しているのではな
く、一定の基準を満たし
た又は認定を受けた民間
事業者が発行したタイム
スタンプを付した電子
データについて指定公証
人以外でも認めてほしい
というものであるが、こ
の点について改めて実施
に向けた具体的な対応策
を検討され、示された
い。
②上記①を踏まえた実施
時期について、その時期
となる理由も含め具体的
に示されたい。

前回回答のとおり，確定
日付には，国民の権利の
得喪に直接関わるという
法律上の効力が認められ
ていることから，民間に
よる確定日付付与を認め
ることは，法制上困難で
ある。

z0500070

一定の民間事業
者が行うタイム
スタンプへの確
定日付としての
効力の付与

民法施行法第５条

確定日付ある証書とし
て，公正証書，官庁又は
公署においてある事項を
記入し日付を記載した私
署証書等が規定されてい
るほか，指定公証人が電
磁的記録に記録された情
報に日付情報を付した場
合における当該情報も確
定日付ある証書とみなさ
れている（民法施行法第
５条）。

Ｃ －

指名債権譲渡の対抗要件
としての債務者に対する
通知・承諾は，確定日付
ある証書をもってしなけ
れば，債務者以外の第三
者に対抗することができ
ないとされ（民法第４６
７条第２項），債権が二
重に譲渡された場合，譲
受人相互間の優劣は，確
定日付ある証書による通
知・承諾の先後関係に
よって決せられる。この
ように確定日付には，当
事者の権利の得喪に直接
関わるという法律上の効
力が認められている。財
産が二重に譲渡された場
合の譲受人相互間の優劣
を決する第三者対抗要件
としては，このほかに，
不動産や自動車等に関す
る登記・登録制度がある
が，いずれも国によって
運営されている。これ
は，第三者対抗要件が国
民の権利の得喪に直接関
わるものであり，高度の
信用性，制度としての永
続性の確保が強く要請さ
れることによる。した
がって，民間事業者が行
うタイムスタンプへの確
定日付の効力を付与する
ことは，法制上困難であ
る。
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

民法の見直しに関する一
般論については、既に回
答したとおりである。
なお、経済産業省所管の
中小企業等投資事業有限
責任組合契約に関する法
律につき、規制改革要望
をも踏まえて必要かつ合
理的な見直しをすること
については、意見はな
い。

法務省
経済産業省

z0500080

中小企業等投資
事業有限責任組
合契約に関する
法律の適用拡大

民法第６６７条
～第６８８条

民法上，組合員の責任
は，分割無限責任とされ
ている（第６７５条）
が，同法は，典型契約と
しての組合について規定
しているにすぎず，強行
法規ではないことから，
無限責任組合員と有限責
任組合員によって構成さ
れる組合を作ることにつ
いて，現行法上，何らの
規制も存しない。

Ｃ －

民法は，あくまでも典型
契約としての組合につい
て規定しているにすぎ
ず，強行法規ではないこ
とから，契約自由の原則
にしたがって，民法に規
定する組合とは別の無限
責任組合員と有限責任組
合員とによって構成され
る組合を作ることは，現
行法上も可能である。ち
なみに，有限責任を負う
構成員と無限責任を負う
構成員からなる法定の団
体形態としては，登記制
度の備わった合資会社も
存しているところであ
る。なお，構成員の責任
内容が合資会社と類似す
る契約形態について，民
法上の組合として新たな
類型を設けること及びそ
れについて公示制度を設
けることの必要性・合理
性等については慎重な検
討を要するものと考え
る。

回答では、民法上の組合
制度は強行法規ではなく
現行法上可能であるとの
ことであるが、
①要望内容は、経済活性
化の観点から、リスクマ
ネーに呼び込むための、
公示制度・情報公開等の
法的位置付けが明確と
なった、事業範囲・投資
先範囲が限定されない、
投資家が安心して投資で
きる組合制度の実現を求
めているものであり、こ
の点のついて具体的な対
応策を改めて検討され、
示されたい。
②上記①を踏まえた実施
時期について、その時期
となる理由も含め具体的
に示されたい。

昨年度の規制改革要望に
おいて、末尾の理由によ
り要望した。これに対し
法務省は、つぎのとおり
回答した。
「民法は、あくまでも典
型契約としての組合につ
いて規定しているに過ぎ
ず、強行法規ではないこ
とから、契約自由の原則
にしたがって、民法に規
定する組合とは別の無限
責任組合員と有限責任組
合員によって構成される
組合を作ることは、現行
法上も可能である。」契
約自由の原則により現行
法上可能であるというこ
とはそのとおりである
が、そもそも、こうした
契約ができないから法律
によってできるようにし
てほしいということを要
望しているものではな
い。法務省回答は非常に
残念な回答である。
「中小企業等有限責任組
合法」を制定することが
何故必要であったか、そ
の問題を理解すれば、そ
の問題は中小企業等投資
の場合のみに生じる問題
ではないことは明らかな
のではないだろうか。こ
うした点については、同
法の立法時に刊行された
通商産業省中小企業庁振
興課編「投資事業有限責
任組合法」（財団法人通
商産業調査会）の記述
（P.9～10）、同書掲載の
資料である「ベンチャー
企業への資金供給円滑化
研究会報告書」の記述
（P.215～229）を参照さ
れたい。
問題はいろいろあろう
が、同法のような法律が
なく法務省がいうように
契約によって有限責任組
合とした場合を考える
と、第三者との関係にお
いて有限責任組合員は有
限責任に留まることが担
保されうるかという問題
である。この点を同法
は、組合の名称中の「有
限責任組合」なる文字使
用規制、登記制度を与え
ること等によって、予見
可能性を確保して第三者
を保護し、有限責任組合
員の責任の有限性を担保
しているものと解され
る。こうした措置もな
く、契約によって有限責
任を約束すればよいとい
う考え方で、投資家の投
資を導くということこそ
問題なのではないか。心
有るアレンジャーがこれ
に躊躇を覚えても当然で
はないのか。このような
考え方では、現実の利用
としては、古い民法が想
定している近しい者間の
契約という範囲を超える
ことはできないであろ
う。

5008 5008200 オリックス㈱ 20.1

中小企業等投資
事業有限責任組
合契約に関する
法律の適用拡大

Ｃ -
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

5034 5034220
(社)リース事
業協会 22

中小企業等投資
事業有限責任組
合契約に関する
法律の適用拡大

・今後の我が国の経済を
活性化させるうえで重要
なことは、リスクマネー
が投資に向かって動くこ
とである。そのために、
投資スキームのための
ビークル法制を整備し、
法的な安定を与えること
が重要である。・「中小
企業等投資事業有限責任
組合法」から「中小企業
等」を削除して、リミッ
テッド・パートナーシッ
プ法を整備することを要
望する。

法務省
経済産業省

投資というのは、いろい
ろな規模、対象物等が
あって、投資の組成はそ
れに見合った法的構成を
選択できることが望まし
い。重厚な有価証券の組
成もあれば、簡便な組成
もあり、中間的なものも
必要である。そうして考
えた場合に、我が国には
リミッテッド・パート
ナーシップ法に当たる法
律がないかと思うと、平
成10年に制定されている
が、対象が限定されてし
まっているということで
ある。しかし、そもそ
も、ビークルの法制に何
ゆえ、対象を限定する必
要があるのであろうか。
上記の研究会報告書には
「新しい形態の本組合が
濫用されることにより投
資家や組合の債権者を害
することは当然あっては
ならないことから、法制
化による法的保護が与え
られる組合の目的、事業
範囲を適正に設定する必
要があり、この点につい
ての検討もなされるべき
である」（上記書籍
P.215）としているが、投
資家や債権者に法的保護
を与えるための法制が濫
用されると投資家や債権
者を害するというのは、
理解に苦しみ、論理矛盾
ではないだろうか。米国
においてはこのような制
限はないことも考慮すべ
きである。（要するに、
かかる制限が付されたの
は、通産省が同法を企
画、立案したもので、ま
た管轄するためかかる制
限が必要であった、かか
る制限がなければ法務省
法案となって日の目を見
なかった、という縦割り
論の帰結と解すれば理解
できる。）
今後の我が国の経済を活
性化させるうえで重要な
ことは、リスクマネーが
投資に向かって動くこと
である。そのために、投
資スキームのためのビー
クル法制を整備し、法的
な安定を与えることが重
要である。「中小企業等
投資事業有限責任組合
法」から「中小企業等」
を削除して、リミッテッ
ド・パートナーシップ法
を整備することを要望す
る。

（以下「その他」欄に続
く）
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

資本市場におけ
る円滑な資金調
達環境の整備
（２）新株予約
権付社債発行に
おける発行日程
短縮及び1回の取
締役会決議での
発行

・新株予約権付社債につ
いても、株式と同様に
「行使の条件等の決定方
法」による公告等が認め
られるべきである。ま
た、取締役会決議につい
て発行と条件決定で二度
開催することなく、一度
での決議で可能とすべ
き。・平成15年3月に内閣
府が公表した「各府省等
における規制改革に関す
る内外からの意見・要望
等に係る対応状況」にお
いて、法務省は「新株予
約権及び新株予約権付社
債の発行手続について
は、会社法制の現代化
（平成17年法案提出予
定）に係る今後の法制審
議会等の議論において、
その見直しの要否等につ
いての検討がされる予定
である。」と説明してい
る。・早期に検討がなさ
れることを要望する。

法務省5034 5034150
(社)リース事
業協会 15

法務省

5008 5008050 オリックス㈱ 5

新株予約権付社
債発行における
発行日程短縮及
び1回の取締役会
決議での発行

新株予約権付社債につい
ても、株式と同様に「行
使の条件等の決定方法」
による公告等が認められ
るべきである。また、取
締役会決議について発行
と条件決定で二度開催す
ることなく、一度での決
議で可能とすべき。
平成15年3月に内閣府が公
表した「各府省等におけ
る規制改革に関する内外
からの意見・要望等に係
る対応状況」において、
法務省は「新株予約権及
び新株予約権付社債の発
行手続については、会社
法制の現代化（平成17年
法案提出予定）に係る今
後の法制審議会等の議論
において、その見直しの
要否等についての検討が
される予定である。」と
説明している。
早期に検討がなされるこ
とを要望する。

法務省

1 滞納税債権譲渡

地方自治体が滞納者に対
して有する滞納税債権を
民法第４６６条の規定に
より、債権回収会社に債
権譲渡することでより確
実な歳入の実現を図り、
住民に租税負担の公平感
を与えると共に今後予想
される国から地方への税
源移譲に備えて収納基盤
を整備する。加えて地方
自治体の自主財源確保の
一方策として地域経済の
活性化に資するために
「債権管理回収業に関す
る特別措置法（サービ
サー法）」第２条に定め
る特定債権に税債権を加
える規制緩和を行い、現
行法においては徴税吏員
にのみ認められている徴
収事務を債権回収会社に
移譲する。

5003 5003010 小山宏

債権管理回収業の実情や
ニーズを把握するため，
業界団体等からのヒアリ
ング調査などを今年度中
に実施したのちの，当該
調査結果の取りまとめ・
整理，要望事項の内容検
討，関係機関との調整及
び法令立案作業など法律
改正に必要とされる諸手
続に係る時間を勘案する
と，平成１６年度中に実
施することは困難。

z0500090
滞納税債権の譲
渡による回収の
円滑化

債権管理回収業
に関する特別措
置法
   第２条第１項
債権管理回収業
に関する特別措
置法施行令
　 第１条
　 第２条
　 第３条

債権回収会社が取り扱う
ことのできる対象債権は
一定の範囲に限定され，
「特定金銭債権」と定義
されている（法第２条第
１項，施行令第１条，第
２条，第３条）。

b Ⅰ

債権管理回収業の実情や
ニーズを把握するため，
業界団体等からのヒアリ
ング調査などを今年度中
に行い，その調査の結果
を踏まえて，法改正を含
めた検討をする。

Ⅰ

新株予約権付社債の発行
手続の見直しの要否等
は、他の資金調達手段と
の異同等の観点から、会
社法制の現代化に係る議
論の一環として総合的に
検討されており、会社法
制の現代化については、
「規制改革推進３か年計
画（再改定）」（平成１
５年３月２８日閣議決
定）においても平成１７
年を目途に法案提出予定
とされ、これに向けて法
制審議会においても検討
されていることから、当
該スケジュールに従って
検討を行ってまいりた
い。

z0500100

新株予約権付社
債発行における
発行日程短縮及
び1回の取締役会
決議での発行

商法第３４１条
ノ１５
同法第２８０条
ノ２３

新株予約権付社債を発行
する際には行使条件を公
告する必要がある（商法
３４１条ノ１５，２８０
条ノ２３）。

b Ⅰ

新株予約権付社債の発行
手続については，会社法
制の現代化（平成１７年
法案提出予定）にかかる
法制審議会等の議論にお
いて，その見直しの要否
等について検討中であ
る。

回答では、法制審議会等
の議論においてその見直
しの要否等について検討
中とのことであるが、株
式と新株予約権付社債と
の類似性や企業の機動的
な資金調達を達成する観
点から、検討を行い、早
急に見直しを行うべきで
ある。

ｂ Ⅰ

平成１６年度中に実施さ
れることの可否について
改めて検討されたい。

b
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

債権譲渡登記制
度の拡充

①出頭による申請窓口を
各出張所に広げること。
②オンライン申請のシス
テム拡充、手続の簡素化
を図ること。

法務省5034 5034230
(社)リース事
業協会 23

債権譲渡登記のオンライ
ン申請において、債権個
数制限を緩和することに
ついて、検討し、結論を
得て、平成15OR16年度中
に実施されることについ
て見解を示されたい。

・回答では、利便性を著
しく欠くことはないとの
ことであるが、
①要望内容は、利便性向
上のために、出頭による
申請窓口を1箇所のみなら
ず各法務局出張所まで拡
大すべきというものであ
り、この点について具体
的な対応策を改めて検討
され、示されたい。
②上記①を踏まえた実施
時期について、その時期
となる理由も含め具体的
に示されたい。
・回答では、オンライン
申請の債権個数制限につ
いて緩和する方向で検討
中とのことであるが、そ
の具体的な内容、検討時
期及びその実施時期につ
いて示されたい。

ｃ

①申請窓口を各出張所に
広げるとした場合，債権
譲渡登記事務を処理する
ための電子情報処理組織
や人的手当等の多大な経
費がかかることになり，
これらの経費はすべて利
用者の手数料収入で賄う
ことから，利用者の負担
増に繋がることになる。
したがって，申請窓口を
各出張所に広げることが
必ずしも制度の利便性を
向上させることにはなら
ないと考える。
②オンライン申請の債権
個数の上限を５，０００
個としているところを，
１０，０００個程度に拡
大することを検討してお
り，平成１６年度の早期
に実施する予定である。

ｅ

債権譲渡登記は，出頭，
郵送及びオンラインによ
る申請を可能としている
ところであるが，このう
ち郵送申請は出頭申請と
同じく債権個数等の制限
がなく，実際にも数多く
の利用がある。したがっ
て，要望理由に記載の原
則として出頭して申請せ
ざるを得ないため利便性
を著しく欠くということ
はない。なお，オンライ
ンによる申請について
は，債権個数等の制限が
あるが，これを緩和する
方向で検討しているとこ
ろである。

z0500140
債権譲渡登記制
度の拡充

・債権譲渡の対
抗要件に関する
民法の特例等に
関する法律（平
成１０年法律第
１０４号）第３
条
・債権譲渡登記
規則（平成１０
年８月２８日法
務省令第３９
号）第１９条
・平成１０年９
月２２日法務省
告示第２９０号

債権譲渡登記制度は，平
成１０年１０月に創設さ
れ，債権譲渡登記に関す
る事務を司る登記所とし
て，東京法務局が指定さ
れている。平成１３年３
月からは，インターネッ
トを通じて登記申請を可
能とするオンライン申請
制度が運用されている。

司法書士と土地
家屋調査士の資
格統合

国家資格である、司法書
士と土地家屋調査士の統
合（例えば法務士と呼
ぶ）を要望する。

法務省5016 5016010 個人 1

回答では、双方の資格の
性質が異なることから，
双方の登記について専門
知識を取得しなければな
らないとする必要性は乏
しく，かえって規制を強
化することになるとし
て、対応不可とされてい
るが、
①要望は、２つの資格を
統合することにより、不
動産登記手続きの簡素
化・効率化、コスト合理
化の実現を求めている。
統合することにより、不
動産の登記という類似の
行為を行うために、複数
の事務所に行くという不
便さが解消されること
は、消費者ニーズに資す
ると考える。消費者ニー
ズを充足するとの観点か
ら具体的な対応策を改め
て検討され、示された
い。
②上記①を踏まえた実施
時期について、その時期
となる理由も含め具体的
に示されたい。

Ｃ Ⅰ

前回述べたとおり，司法
書士及び土地家屋調査士
は同じ不動産登記手続に
携わるものではあって
も，司法書士が業務とし
て行う権利に関する登記
の分野は，不動産につい
て所有権等の権利変動を
公示するためのものであ
り，その業務を遂行する
ためには民法その他の実
体法に対する的確な知識
及び理解が要求されるの
に対して，土地家屋調査
士が業務として行う表示
に関する登記の分野は，
不動産について地積等の
物理的状況を公示するた
めのものであり，測量等
に対する的確な知識及び
技能が要求されるのであ
るから，そもそも両者が
行う行為は類似している
ものではなく，統合でき
る性質のものではない。
なお，司法書士及び土地
家屋調査士の兼業につい
ては何ら制限されておら
ず，実際に兼業している
者もいるので，複数の事
務所に行くことに不便を
感じる消費者は，兼業者
の事務所に登記申請を依
頼することによって不便
さを解消できる。

Ｃ Ⅰ

司法書士及び土地家屋調
査士は，ともに登記手続
に関する業務を行うもの
であるが，権利の登記と
表示の登記は，それぞれ
独立した手続であって，
要求される専門知識の内
容も異なる。司法書士と
土地家屋調査士の資格を
統合すると，資格を取得
しようとする者は権利の
登記及び表示の登記に関
する専門知識が要求され
ることになるが，権利の
登記と表示の登記はそれ
ぞれ独立した手続であっ
て，その性質も異なるこ
とから，双方の登記につ
いて専門知識を取得しな
ければならないとする必
要性は乏しく，かえって
規制を強化することにな
る。

z0500120
司法書士と土地
家屋調査士の資
格統合

司法書士法第３
条，第４条及び
第６条
土地家屋調査士
法第２条，第３
条及び第５条

司法書士の主な業務は，
①権利の登記又は供託に
関する手続について代理
すること，②裁判所，検
察庁又は（地方）法務局
に提出する書類を作成す
ることである。一方，土
地家屋調査士の主な業務
は，他人の依頼を受け
て，①不動産の表示に関
する登記について必要な
土地又は家屋に関する調
査又は測量を行うこと，
②不動産の表示に関する
登記の申請手続を行うこ
とである。このように，
司法書士と土地家屋調査
士は，それぞれ性質の異
なる業務を行うこととさ
れている。

事業用定期借地
権の期間を最大
３０年とする

借地借家法第二十四条の
「存続期間を十年以上二
十年以下として」を「存
続期間を十年以上三十年
以下として」に変更する

法務省
国土交通省

5013 5013010 ㈱竹中工務店 1

回答では、法務省と国土
交通省は、連携をとりな
がら、民間事業者の情報
提供協力を得て、ニーズ
を調査するとともに、弊
害の有無を見極めるなど
した上、その是非を慎重
に検討する方針としてい
るが、平成１６年度まで
に実施されることの可否
について改めて検討され
たい。

ｂ Ⅰ

民間事業者の情報提供協
力を得て，事業用定期借
地権の存続期間の上限の
引き上げに対するニーズ
を調査するとともに，弊
害の有無を見極めるなど
した上，その是非を慎重
に検討するには相当の期
間を要するが，その検討
自体については，平成１
６年度中に終了する予定
である。

ｂ Ⅰ

現行法上，定期借地権の
存続期間については，一
般の場合が５０年以上
と，事業用の場合が１０
年以上２０年以下とされ
ており，２０年超から５
０年未満の間の期間を存
続期間とする定期借地権
の設定は認められていな
い。しかし，事業の内容
次第では，２０年を超え
る耐用年数の建物を所有
することが必要になる場
合もあるという指摘もあ
ることから，法務省と国
土交通省は，連携をとり
ながら，民間事業者の情
報提供協力を得て，事業
用定期借地権の存続期間
の上限の引き上げに対す
るニーズを調査するとと
もに，弊害の有無を見極
めるなどした上，その是
非を慎重に検討していく
方針である。

z0500110
事業用定期借地
権の存続期間の
上限の引上げ

借地借家法第２
４条

事業用借地権の存続期間
は，１０年以上２０年以
下とされている。
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

z0500160

更なる信託ス
キームの活用に
資する商事（営
業）信託関連法
制の見直しを行
うこと

信託法 　要望理由に記載された
とおりである。 ｂ Ⅰ

要望事項についての検討
を含む信託法の抜本的な
見直しについて，平成１
７年中を目途に所要の法
律案を提出すべく検討に
着手したところ。

平成１６年度までに実施
されることの可否につい
て改めて検討されたい。

ｂ Ⅰ

信託法は，いわゆる商事
信託のみならず，公益信
託を含むいわゆる民事信
託についての規律をも定
めるものであるところ，
当方においては，商事信
託及び民事信託の双方に
ついて，要望された事項
に止まらない抜本的な改
正を予定している。
抜本的な改正は，商事信
託及び民事信託の制度全
体の整合性に配慮して行
う必要があるため，その
改正作業には全力を尽く
す所存ではあるが，当初
の回答のスケジュールに
従って行ってまいりた
い。

5035 5035100 (社)信託協会 10

更なる信託ス
キームの活用に
資する商事（営
業）信託関連法
制の見直しを行
うこと

商事（営業）信託関連法
制において、例えば以下
の点を緩和するよう、見
直しを行うこと。
・自己執行義務（信託法
26条）の緩和
・一定の要件を充たす場
合の忠実義務（信託法22
条）の緩和
・受益者多数の場合の受
益者による承認及び受益
者の権利行使等のルール
の明確化
・信託の併合・分割に関
する規定の整備
・受託者の第三者に対す
る有限責任の明確化

金融庁
法務省

電磁的方法（イ
ンターネット）
による信託業務
に係る公告につ
き、「株券不発
行制度及び電子
公告制度の導入
に関する要綱中
間試案」におけ
る「証明機関」
を利用して行え
るようにするこ
と

・信託業務に係る公告を
電磁的方法（インター
ネット）を用いて行うこ
とが可能となった場合
に、「株券不発行制度及
び電子公告制度の導入に
関する要綱中間試案」に
おける「証明機関」を利
用できるようにするこ
と。

金融庁
法務省

5035 5035040 (社)信託協会 4ーｂ Ⅰ

要望事項で指摘されてい
る，「証明機関」（本年
７月３０日取りまとめ予
定の要綱案では「調査機
関」に名称を変更）の設
置を伴う電子公告の導入
に関する商法改正法律案
は，次の国会に提出予定
であるが，指摘の信託銀
行が行う約款変更等の公
告につき電磁的方法を許
容するか否か，また許容
するとした場合に，改正
商法上の調査機関を利用
すべきものとするか否か
は，当該公告の根拠法例
を所管する金融庁におい
て（後者の事項について
は，当該公告の制度趣
旨，公告をしなかった場
合の効果等を考慮し，当
省とも協議の上）検討す
べき事項であり，現段階
において，当省からコメ
ントすべきものではな
い。

z0500150

電磁的方法（イ
ンターネット）
による信託業務
に係る公告につ
き、「株券不発
行制度及び電子
公告制度の導入
に関する要綱中
間試案」におけ
る「証明機関」
を利用して行え
るようにするこ
と

金融機関ノ信託
業務ノ兼営等ニ
関スル法律第５
条ノ３，同法律
施行規則第１０
条，貸付信託法
第６条第１項，
同法第７条第１
項

z0500170

株主総会会日の
約１か月前時点
での総会議案・
貸借対照表・損
益計算書の開示

商法第２３２条
同法第２８３条
第２項

株主総会の招集通知は株
主総会の２週間前までに
発送することとされてい
る（商法２３２条）。定
時株主総会の招集の通知
に際して計算書類を交付
することとされている
（同法２８３条２項）。

ｃ Ⅰ

株主総会の招集通知の発
送の早期化や計算書類等
の開示の早期化を法で強
制することは，決算期か
ら株主総会までに必要と
される手続等に照らして
困難である。なお，会社
が自主的に株主総会の招
集通知を２週間前以前に
発送することや計算書類
等をインターネット上で
公開することは現行法に
おいても可能である。

ー 5054 5054010
三井アセット
信託銀行㈱ 1

株主総会会日の
約１か月前時点
での総会議案・
貸借対照表・損
益計算書の開示

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【要望内容】企業の決算
内容が明らかになる株主
総会会日の約１ヶ月前の
段階で、当該株主総会の
議案及び（当該株主総会
が定時総会の場合には）
貸借対照表・損益計算書
をインターネット上に掲
載する等の方法により開
示する制度を設けるこ
と。
【具体的内容】
○ 株主総会の議案につい
ては、商法第２３２条に
より、招集通知に記載さ
れるが、当該招集通知は
会日の２週間前（譲渡制
限会社については定款の
定めがある場合には１週
間前）に発すべきことと
されている。
○ 定時株主総会の場合に
は、商法第２８３条によ
り計算書類の承認を要す
るため、当該計算書類が
招集通知に記載される
（商法特例法上の大会社
の場合、同法第１６条に
より株主総会の承認は要
しないが、同法第２１条
の２により参考書類とし
て招集通知に添付され
る）。
○ 以上により、総会議
案・貸借対照表・損益計
算書は、株主総会日の２
～３週間前に株主に開示
される。

法務省
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

z0500180
単元未満株主へ
の共益権付与の
廃止

商法第２２１条

単元未満株式（商法２２
１条）については，議決
権とそれに関連する権利
以外の共益権が認められ
ている。

ｂ Ⅰ

単元未満株式の権利内容
のあり方については，会
社法制の現代化（平成１
７年法案提出予定）にか
かる法制審議会等の議論
において，その見直しの
要否等について検討中で
ある。

回答では、法制審議会等
の議論においてその見直
しの要否等について検討
中とのことであるが、単
位株制度と単元株制度と
の整合性等を踏まえ検討
し、早急に見直しを行う
べきである。

ｂ Ⅰ

単元未満株式の権利内容
のあり方の見直しの要否
等は，端株制度との関係
のあり方等の観点から、
会社法制の現代化に係る
議論の一環として総合的
に検討されており、会社
法制の現代化について
は、「規制改革推進３か
年計画（再改定）」（平
成１５年３月２８日閣議
決定）においても平成１
７年を目途に法案提出予
定とされ、これに向けて
法制審議会においても検
討されていることから、
当該スケジュールに従っ
て検討を行ってまいりた
い

5073 5073010
(社)日本自動
車工業会 1 単元未満株主の共益権

従来（単位株制度）と同
様に、単元未満株主の共
益権はないものとすべ
き。

法務省

z0500190
子会社による親
会社株式保有規
制の撤廃

商法第２２１条ノ２

子会社による親会社株式
の取得は原則として認め
られていない（商法２１
１条ノ２）。

ｂ Ⅰ

子会社による親会社株式
の取得の規制のあり方に
ついては，会社法制の現
代化（平成１７年法案提
出予定）にかかる法制審
議会等の議論において，
その見直しの要否等につ
いて検討中である。

回答では、法制審議会等
の議論においてその見直
しの要否等について検討
中とのことであるが、元
来自己株式取得規制の潜
脱行為を防止するという
本規定の趣旨に鑑み、自
己株式取得が認められた
現在においては、本規定
の意義が失われているこ
とから、早急に見直しを
行うべきである。

ｂ Ⅰ

子会社による親会社株式
の取得の規制のあり方の
見直しの要否等は，自己
株式取得の規律の見直し
の要否等の検討を踏ま
え、会社法制の現代化に
係る議論の一環として総
合的に検討されており、
会社法制の現代化につい
ては、「規制改革推進３
か年計画（再改定）」
（平成１５年３月２８日
閣議決定）においても平
成１７年を目途に法案提
出予定とされ、これに向
けて法制審議会において
も検討されていることか
ら、当該スケジュールに
従って検討を行ってまい
りたい

5073 5073020
(社)日本自動
車工業会 2

子会社による親
会社株式保有規
制の撤廃

規制撤廃すべき。 法務省

z0500200
自己株式取得の
定款授権化 商法第２１０条第１項

自己株式の買受けには定
時総会の決議が必要とさ
れている（商法２１０条
１項）。

ａ Ⅰ

議員立法による「商法及
び株式会社の監査等に関
する商法の特例に関する
法律の一部を改正する法
律」が７月２３日に成立
し，会社が定款授権に基
づく取締役会の決議によ
り自己株式を買い受ける
ことが可能となった。

ー 5073 5073030
(社)日本自動
車工業会 3 自己株式取得の定款授権化

定款授権に基づく取締役
会決議での自己株式取得
を認めるべき。

法務省

z0500210

監査役制度採用
会社における利
益処分の取締役
会権限化、取締
役の責任の過失
責任化

商法第２８３条第１項

委員会等設置会社以外の
会社においては，利益処
分案には株主総会の承認
を要することとされてい
る（商法２８３条）。

ｂ Ⅰ

利益処分のあり方等につ
いては，会社法制の現代
化（平成１７年法案提出
予定）にかかる法制審議
会等の議論において，そ
の見直しの要否等につい
て検討中である。

回答では、法制審議会等
の議論においてその見直
しの要否等について検討
中とのことであるが、委
員会等設置会社と同様に
委員会等設置会社以外の
会社についても、会計監
査人・監査委員の適法意
見を求める、過失責任に
ついても挙証責任を転嫁
する等の措置を講ずるこ
とも視野に入れつつ、検
討を行い、早急に見直し
を行うべきである。

ｂ Ⅰ

利益処分のあり方等の見
直しの要否等は，他の剰
余金の分配制度との整合
性等の観点から、会社法
制の現代化に係る議論の
一環として総合的に検討
されており、会社法制の
現代化については、「規
制改革推進３か年計画
（再改定）」（平成１５
年３月２８日閣議決定）
においても平成１７年を
目途に法案提出予定とさ
れ、これに向けて法制審
議会においても検討され
ていることから、当該ス
ケジュールに従って検討
を行ってまいりたい

5073 5073040
(社)日本自動
車工業会 4

監査役制度採用
会社における利
益処分の取締役
会権限化、取締
役の責任の過失
責任化

監査役制度採用会社も利
益処分を取締役会の権限
とすべき。

法務省

z0500220
外国人労働者の
規制緩和

出入国管理及び
難民認定法第２
条の２，第１９
条

入管法は，外国人労働者
の受入れについて，専門
的・技術的分野の外国人
労働者の受入れを積極的
に推進する一方で，いわ
ゆる単純労働者の受入れ
については，日本の経済
社会と国民生活への影響
にかんがみ十分慎重に対
応するという政府の基本
方針に基づき，単純労働
者を受け入れるための在
留資格を設けていない。

Ｃ －

専門的な技術・技能等を
有する外国人に限り積極
的な受入れを図るという
政府の基本方針に反する
ことから本件要望につい
ては措置困難である。

ー 5093 5093010 大島哲也 1 外国人労働特区 法務省
厚生労働省
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

5008 5008400 オリックス㈱ 40
官公庁の入札制
度、契約制度の
改善

統一基本様式を定め、団
体や法人の特殊要因によ
り様式をオプションで付
加する方式に改善すべ
き。また、昨今のＩＴ社
会化に対応し、申請業務
をＩＴと紙の選択制とす
べき。

全省庁

5034 5034380
(社)リース事
業協会 38

官公庁・地方自
治体の入札制
度、契約制度の
改善

・官公庁の入札制度にお
いて、参加資格審査申請
や入札業務などの諸手続
きは官公庁によって異
なっている。このため、
申請内容の多くの項目が
重複しているものの、申
請様式はそれぞれ異なっ
ている。・また、申請は
紙でのみ行なわれてい
る。・統一基本様式を定
め、団体や法人の特殊要
因により様式をオプショ
ンで付加する方式に改善
すべき。・また、昨今の
ＩＴ社会化に対応し、申
請業務をＩＴと紙の選択
制とすべき。

全省庁

z0500260
外国人農業研修
生受入回数の複
数化

出入国管理及び
難民認定法第７
条第１項第２号
の基準を定める
省令の表の「研
修」の項

同様の研修を２度に区分
して実施することは認め
ていない。

Ｃ －

提案にあるような同様の
研修を２度に区分して行
う必要性があるとは考え
られず，１年又は６月の
期間において研修を一旦
実施したにも関わらず，
農業研修においてのみ同
様の研修を再度行う特異
性も認められないことか
ら，当該要望に係る措置
を講ずることは困難であ
る。なお，研修の必要
性，２度目の研修におい
て初回の研修よりも高度
の研修が行われること，
初回の研修後の本国にお
ける活動による技術移転
の状況等を総合的に勘案
して，再研修が認められ
る場合がある。

回答では、同様の研修を
２度に区分して行う必要
性がないこと、また、農
業研修においてのみ複数
回研修を行う特異性が認
められないことより、対
応不可としているが、要
望は、「農業生産の大半
が春から秋までに集中す
る」との特異性を掲げて
おり、この点を踏まえ、
実施に向けた対応策、実
施時期について具体的に
検討され、示されたい。

Ｃ －

「農業生産が春から秋ま
でに集中する」というこ
とであれば，その期間に
おいて技術の習得を行う
よう研修計画を策定する
ことにより対応が可能で
あると考えられ，また，
在留資格「研修」は，帰
国後において本邦におい
て修得した技術に係る業
務に従事することにより
技術移転を図ることを目
的とするものであること
から，同様の研修を２度
に区分して行うというこ
とは，当初より１度目の
研修において技術修得が
なされないことを前提と
したものとなり，研修制
度の趣旨に合致しないた
め認められない。

5031 5031010 北海道 1
外国人農業研修
生受入回数の複
数化

　海外農業研修生の受入
について、複数回の研修
が可能となるよう運用を
改める。
　また、第１回目の研修
の修得程度を踏まえ、第
２回目以降の研修計画策
定を希望する研修生に対
し、申請の機会を与え
る。

法務省

来日外国人犯罪
の抑止(資格外活
動者に対する入
管法の運用の見
直し等）

　在留資格認定の際にお
ける審査の厳格化や資格
外活動者に対するペナル
ティーの強化等、入管法
の運用・改正を含めた見
直しが必要である。

法務省5100 5100170 東京都 17

回答では、既に入管法改
正法で手当てをしている
ことを根拠に対応不可と
されているが、
①要望は、更に実効性の
高い入管法の運用・改正
を含めた見直しを求めて
おり、更なる審査の厳格
化や資格外活動者に対す
るペナルティーの強化の
ための具体的対応策を改
めて検討され、示された
い。
②上記①を踏まえた実施
時期について、その時期
となる理由も含め具体的
に示されたい。

Ｃ －

資格外活動については，
在留実態を的確に把握す
ることが極めて重要であ
るところ，実態調査部門
の設置や関東の出張所に
摘発専従班を設置するな
どしており，平成１５年
には，不法滞在者が集中
している東京都新宿区に
摘発専従型出張所を開設
し，摘発体制の更なる強
化に努めている。警察等
関係機関とも情報を交換
するなど連携を図りなが
ら，不法滞在者対策を推
進することとしている。
また，在留資格認定にお
いては，従来より厳格な
審査に努めているところ
であるが，さらに高い実
効性を実現することを目
的として，現在，電算シ
ステムを再構築する作業
を行っており，平成１６
年度から運用を開始する
予定としている。

Ｃ －

在留資格認定において
は，従前より厳格な審査
に努めているところであ
り，また，ペナルティー
の強化については，数次
の出入国管理及び難民認
定法の改正により不法就
労助長罪の新設等の罰則
の強化，被退去強制者の
上陸拒否期間の伸長等を
行ったところであり（１
年→５年），現状におい
て更なる強化は困難であ
るが，関係機関と連携し
た摘発の強化など，今後
とも不法滞在者対策を推
進していく。なお，在留
資格の取消し制度の創設
等を内容とする入管法改
正法案を第１５６回通常
国会に提出しているとこ
ろである。

z0500230
資格外活動者に
対する入管法の
運用の見直し等

出入国管理及び
難民認定法第１
９条，第２４条
第４号イ，第７
０条第１項第４
号，第７３条，
第７３条の２

出入国管理及び難民認定
法において，同法に違反
する資格外活動に係る退
去強制事由及び罰則並び
に外国人に不法就労活動
をさせた事業主に係る罰
則が規定されている。

－z0500250
官公庁の入札制
度、契約制度の
改善

　国土交通省が現在運用
している電子入札コアシ
ステムを導入することを
前提に，現在入札手続を
進めている。
　入札申込みの様式等に
ついては，コアシステム
の基本様式（書式）を法
務省の書式に一部カスタ
マイズして使用すること
になるものと思料され
る。また，電子入札の様
式と紙ベースの様式を合
わせる件については，現
時点において，基本様式
が確定していないことか
ら，今後の検討事項であ
る。
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

z0510010
外国人の在留資
格要件の緩和

出入国管理及び
難民認定法第２
条の２，第１９
条第１項第２
号，出入国管理
及び難民認定法
第７条第１項第
２号の基準を定
める省令の表の
「留学」の項

特区制度（第２次提案
分）おいて，夜間におい
て授業を行う大学院の研
究科で教育を受ける留学
生について，当該大学に
よる徹底した在籍管理が
なされる場合には，専ら
夜間通学して教育を受け
る場合を除いている現行
の「留学」の在留資格に
係る基準を適用しないこ
と等としている。

Ｃ －

特区における実施状況を
勘案し，問題事例等にも
配慮しながら，全国展開
について，慎重に検討す
ることとする。

回答では特区での実態評
価を踏まえ全国展開を検
討するとされているが、
①「大学による徹底した
在籍管理がなされるがな
される場合には」との条
件が付されるのであれ
ば、特区での実態評価を
待つまでもなく速やかに
全国展開しても支障はな
いと考える。この点に対
する見解を明確に示され
たい。
②上記①を踏まえ、可能
な限り速やかに全国展開
する観点から、実施に向
けた対応策・実施時期に
ついて具体的に検討さ
れ、示されたい。

Ｃ －

①「大学による徹底した
在籍管理がなされる場
合」という要件のみで，
夜間大学院留学生受入れ
事業が適正に実施される
か否かの実態評価を行う
必要があることから，当
該評価を踏まえたうえで
全国展開について慎重に
検討する。
②実態評価を踏まえた上
で慎重に検討した結果，
全国展開することとなっ
た場合には可能な限り速
やかに実施する。

5014 5014090
(社)関西経済
連合会 9 外国人の在留資格要件の緩和 508

法第７条１項第２号の基
準を定める条例におい
て、「専ら夜間通学して
教育を受ける場合」につ
いては、「留学」により
行うことができる活動か
ら除外されている。構造
改革特区に限らず、外国
人の在留資格を「夜間大
学院」へ留学する場合に
も拡大する。

法務省
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